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研究成果の概要（和文）：生産性測定における「アウトプット」の測定が困難であることを根拠として、公的部
門におけるアウトプットはインプットと同値であるとして計算がなされてきた。だが、諸外国における分析の試
みを受け、日本での可能性を探った。全般的にコスト情報の公表が十分ではないが、2014年度決算から公表され
ており、かつ、その数も徐々に増えつつある、「個別事業のフルコスト情報」の公表資料が使えないか試みた。
一部の業務について生産性測定、その推移の把握が可能かどうかを検討することとし、手始めに資格試験業務、
輸出入税関業務、矯正業務等についての分析を進めた。

研究成果の概要（英文）：On the basis of the difficulty of measuring 'output' in productivity 
measurement, calculations have been made on the basis that output in the public sector is equivalent
 to input. However, following attempts at analysis in other countries, we explored the possibilities
 in Japan. Although cost information is not sufficiently publicly available in general, we attempted
 to use publicly available data on 'full cost information on individual projects', which has been 
available since the financial year 2014 and the number of such data is gradually increasing. It was 
decided to examine whether it would be possible to measure productivity and understand changes in 
productivity for some operations, and as a start, analysis was carried out for qualification testing
 operations, import/export customs operations and correctional services.
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研究成果の学術的意義や社会的意義
政府部門における生産性の測定が、税金の有効な使い方、支出に見合った価値の創出、よりよい政策の策定へ活
かされるという社会的意義を有する。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 
 生産性（productivity）はアウトプットをインプットで除したものとして定義され
（OECD,2001）、民間部門の生産性、工場の生産性、農業の生産性など広く一般的に使用されて
いる。日本でも日本生産性本部が中心となって 1960 年代からさまざまな生産性向上のための取
組に関する研究を進めるとともに、広く社会への普及に努めてきており、日本発の生産性向上運
動も米国はじめ諸外国に普及した。 
 ところが公的部門における生産性については事情がまったく異なっていた。生産性測定の分
子である「アウトプット」の測定が困難であることを根拠として、公的部門におけるアウトプッ
トはインプットと同値であるとして計算がなされてきた。そのため、毎年の生産性は常に１であ
り、変化もないという扱いがなされてきた。これは多くの国で共通であった。 
 他方、行政改革で常にターゲットとなるのは、「効率性」概念であり、より少ない支出を考え
てきた。だが、本来、アウトカムベースで政府の役割を考える前提としてはアウトプットの把握
が必要であり、それをどれだけの支出で行っているか、つまり公的部門の生産性測定は不可欠な
はずである。 
 このギャップを埋めることが必要だと考えたことが研究の背景にある。 
 
２．研究の目的 
 本研究は、公的部門とりわけ日本の中央政府における生産性測定の基礎を構築することによ
り、中央政府の生産性の経時比較および国際間比較を可能にすることを目的とする。 
 民間部門における生産性測定は半世紀以上の歴史を有し、その向上を目指した取組は数多く
なされてきたが、公的部門に関しては長年にわたって生産性の経年変化はないものと措定され
てきた。アウトプットが測定できずインプット＝アウトプットと考えられてきたためである。し
かし、近年、英国政府統計局（ONS）がアウトプット指標を開発し始め、学術的にもロンドン大
学（LSE）のチームがいくつかのアウトプット指標に基づく研究を開始した。日本では近時、
EBPM に関する政府の取組みが重要視されるようになってきたが、生産性測定に関する取組み
はまだ殆どなされていない。本研究においては日本の中央政府における生産性測定の指標を構
築することを目指した。 
 
３．研究の方法 
 本研究においては、いくつかの分野（パスポート発行、徴税、免許証発行）に関して、Dunleavy 
et al(2013)と同様の手法で日本の状況を明らかにしようと考えた。 
 パスポート発行を例にとると、経年の総発行数（アウトプット）は外務省が公表しているが、
それにかかったコストは明らかではない。外務省の当該部署の個別決算・人件費相当額（公開情
報及び情報公開請求によりデータを入手）及び、法定受託事務であることから各県庁の当該業務
にかかる決算、さらに、一部の県（千葉県など）は県内市町に委託しているため、それら市町の
予算決算にかかる情報を入手してインプットデータを経年で入手しようとした。しかしながら、
パスポートの発行数についてはデータが得られるものの、それにかかったコストの導出は極め
て困難であった。 
 そこで、まずは生産性測定に使える指標等について整理をすることから始めた。２０００年以
降、財務省で財務書類を作成することが検討され、進められてきた。すでに、国の財務書類４表
（貸借対照表、業務費用計算書、資産・負債差額増減計算書）およびこれらの付属書類が公表さ
れており、そこから得られるものを探った。なお、損益計算書は作成していなかった。これは利
益獲得を目的としないということから来るものだった。 
 また、財政審の提言を受けて 2009 年決算から省庁別財務書類の業務費用計算書において形態
別に表示されている費用を各省庁の政策評価項目毎に表示した「政策別コスト情報」を作成、公
表するようになった。2019 年度決算でみると、153 政策の政策別コスト情報が開示されている
が、外務省で６つ、総務省で８つなどとかなり大ぐくりになっており、また、部局別のコスト内
訳はあるものの、単位あたりコストなどの算出は不可能だった。 
 他方、財政審の WGの提言を受け 2014 年度決算から個別事業のフルコスト情報の把握、開示が
なされている。初年度は 24 事業だったが、徐々に増えてきて、2019 年度決算では 75 事業とな
っている。この 75 事業のうち、いくつかのものについて、フルコストの推移とアウトプットの
推移を比較することによって、生産性の測定およびその推移を比較できないかと考えた。 
 手始めに、輸出入税関業務、矯正業務、資格試験業務等を分析するために、入手し得るデータ
を研究補助者に入力してもらうという作業を進めた。 
 

４．研究成果 

 資格試験業務を例にとると、2019 年度決算で公表されている個別事業 75のうち、8事業が資
格試験にかかるものだった。（公認会計士試験業務（内閣府）、司法書士試験業務（法務省）、税
理士試験業務（財務省）、薬剤師国家試験業務（厚生労働省）、獣医師国家試験業務（農林水産省）、



計量士国家試験業務（経済産業省）、弁理士試験業務（経済産業省）、不動産鑑定士試験事業（国
土交通省））。それぞれ、「単位当たりコスト」は「フルコスト/出願者数・志願者数・申込者数」
とされており、コストの増減が単位当たりコストの上下に連動するとともに、出願者数等の増減
が単位当たりコストの増減に連動する。単位当たりコストの推移について 2015 年を 100 として
みると、弁理士試験業務に関しては 2019 年度には 180 となっており、その増加が著しい（生産
性が低くなっている）。受験者数の減少がその大きな要因となっていること、物に関するコスト
が増大していること、などがその要因としてあげられる。人にかかるコストは、当初 4.2 人分を
組み込んでいたが、3.2 人分に変更したのちはそのままである。資格試験の場合、受験料を徴収
することが一般的である。弁理士試験の場合、12,000 円を徴収しており、それは、2014 年以降
変更されていない。他方、自己収入は志願者数の減少に伴い、7500 万円から 4600 万円へと大き
く減少しており、フルコストに占める自己収入比率も 74.3%から 39.3％へと半減に近い（2020
年決算では５０％を切っている）。このことは、事業継続に関していくつかの論点を提起する。 
 ・出願料はこのままでよいのか。 
 ・出願者数増加のために、実施者は努力する必要があるか。 
 ・物にかかるコスト削減のための努力が必要か。 
 ・人にかかるコスト（投入人員数）を減少させる必要があるか。 
 このように、生産性の測定は、その業務についての今後の方針にも寄与し得るものである。他
の、個別事業についても検討を進めているが、まだ公表されている個別事業数が圧倒的に少ない。
今後、国としてその数を増やすとともに、政策への反映も考えていくべきだと考えられるところ
である。 
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